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態調査実の作経 営水稲方地内庄

て一しの生産力上 昇を中心 と

尾河和夫 ・阿 部幸吉

1山形大学農学部農業経済学研究室)

特にそ

K回 uoOGAWA and Kokichi ABE : The Study on the Management of Rice-crop 

in Shonai District， especially referred tothe Rise of Productivity. 

この報告は昭和28年 1月7白から12日造山形県東田川郡栄村に於て昭和27年度の稲作経

営の実態調査を行いその結果をま とめたものである.調査は山形県並びに石川農学部長の

御好意によりなされた. 記して感謝の意を表する.

(1)水 稲生産力上昇の事実

戦時中から戦後にかけて山形県の水稲生産力は目覚しい発展を遂げている.農林大臣官

房調査課の [戦後農業生産構造の変貌jによれば我国水稲生産力は昭和 8年から昭和27年

造に以下の如き変化を示している.
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府県別水稲反当生産力の発展

昭和8-12年
(5ヶ年平均)
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昭和23-27年
(5ヶ年平均)
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指数は明治16-25年の10ヶ年平均を100とする

即ち上表に見る如く東北区の諸県及び群馬 ・新潟は戦時中から戦後にかけて水稲生産力

の上昇を記録し， 戦後山梨・長野は全国の最高水準を示し戦前代表的な最高水準を示した

奈良・佐賀は戦時中から戦後にかけて生産力は下降している.山梨・長野の高冷地，盆地

地帯の特殊的地域を除けば，山形は戦後最高水準を示し，指数の変化から見ると新潟 ・群

馬も注目すべき位置を示め，山形と新潟 とが生産力上昇の点からも，戦後の生産力水準の

点からもこ大生産県として浮び上ってくるのである.一般に東北地方の上昇，西南諸県の

低落が目立っている.

次に山形県内部の事情はどうかと云 うに，上掲書は次の表をかかげている.

(註)

山形県郡別米反当収量

|差引 戦後の増減
(2)ー (1)
(石)

l' +0附

昭和23-25年
3ヶ年平均 (2)
(石)

2.340 

昭和11-15年
5ヶ年平均 (1)
(石)

2.292 

昭和 4-8年
5ヶ年平均
(石)

2.197 

第 2表

も

均
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-0.020 
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上衰を見るに村山地区は最高水準君ど示してfH、るが戦後生産力は減退し，最上地区も下

降し置賜地区は微増を示し，ひとり庄内地区のみ大幅な増加となっている.即ち山形県の

水稲生産力上昇の主たる原因は庄内地区にあるのである.
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然らば庄内地方の内部ではどうであろうか.庄内地方の内東西田川の45市町村をとり年

次別平均反当収量別に分けると第3表の如くなる(食糧事務所の調変による).

第3表 年次別平均反当収量別市町村数

1.0石以下
1.0石-1.5石
1.5石-2.0石
2.0石-2.5石
2.5石-3‘0石
3.0石以上
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第 3表によれば昭和16年と昭和20年とが極端に悪く なり その内でも20年の方が一層悪

い.農林省山形統計調査事務所の f水稲豊凶考照試験についての考察jによれば昭和16年

は全期を通じて低温 ・寡照，昭和20年は7月低温・9月寡照で何れも凶作型を示し，特に

20年は平均反当収量から見ても昭和9年の大凶作に次ぐ凶作で 2石を下廻っている. 庄内

地方について見ると昭和16年・ 20年を除く と昭和22年造は平均反収2石，....2石 5斗の階層

に集中しているが，昭和23年以降は2石 5斗，....3石の階層に集中するよう にな り特に24年

以降は平均反収3石以上の村もできている.即ち昭和23年以降劃期的に生産力を増大せし

めている.昭和23年は稀有の豊作で、あったと云われた年で、ゐるが，24年以降は肥料の出廻

り，労力の豊富充実により反当収量を上げていると息われる.

本調査の対象とした東田川郡栄村は昭和16年頃から隣接の常万 ・余目 ・新堀の諸村と共

に2石 7斗を超す平均反収を上けーて東西田川両郡の最高水準を示すグループに属する肥沃

地帯(大部分が植土，二 ・三ケ所に腐植質士あ り)であるが，同村の昭和16年から昭和21'

年に至る平均反収の変遷を同資料によりかかげると次のようになっている.

" 

第 4表

栄村に於ける年次別平均反当
収量の発展

年次

昭和16年
// 17 
// 18 
// 19 
ρ20 
/! 21 
// 22 
/! 23 
// 24 
// 25 
// 26 
// 27 

反収 (石)

2.754 
2.723 
2.719 
2.201 
2.028 
2.516 
2.416 
2.675 
2.936 
2.732 
3.031 
2.930 

第5表 久田部議に於ける年次別反当収量の発展

年 次 I ~石~ 11 年 次 I ~石~ II 年次 lRS
大正10年 2臼 1昭和16年 2.660 
// 11 2.500 1I // 7 2.100 11 // 17 1 3.120 
// 12 2.475 11 // 8 - li // 18 
// 13 2.300 // 9 1.800 グ 19
// 14 2700 グ 10 2.325 // 20 
// 15 2.610 // 11 2.250 //21 
昭和 2 // 12 2.550 // 22 2.228 
//. 3 2.250 // 13 2.655 // 23 2.888 
// 4 2.640 // 14 3.000 // 24 2.915 
// 5 2.610 // 15 2.650 

即ち昭和16年頃は平均反収は相当高かった.数字は略するが常万 ・余白 ・新堀の諸町村、

も同様に 2石 7斗を超え高い水準を示している.それが戦時中漸次低下し昭和20年に最低

に達し昭和21年から快復し始め，26年からは 3石水準に達し東西田川両管内第1位となっ

Tこ.

栄村の一部落たる久間部落に存する年k坪刈合取控帳より年k の反当収量を算出すれば

第 5表の如 くなる.
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即ち大正時代は平均2石 5斗を示していたが昭和の初期には2石 6斗水準に上昇し，不

況の漸く深刻になった昭和7年以降の低下を経て詳細は不明であるが戦時中はむしろ増産

し， 昭和23年から2石9斗段階に入ったことが察せられる.

調査農家は夫k 1町未満・ 1町--2町 ・2町--3町 ・3町以上の四階層別に生産力中庸

と思われる農家を金村から夫k3戸 ・6戸 ・6戸 ・4戸，合計19戸をとった.以下の調査

第6表 調査農家の年次別階層別反当収量 結果は昭和27年度の成績を示す.

一一 I __  __. _ ~ .. "--- ， __ ~ _ _ ，一七---← 調査農家に於ける年次別階層別の平均反

当収量の変遷は第6衰の如く である.

昭和15年・ 20年に比し27年は格段の発展

をしたこ とがわかる. 昭和20年には肥料不

足 ・天候不良と云 う客観条件の下で労力の

相対的に豊富な小農程栽培管理が集約的に行われ，労力の相対的に稀少な大階層程粗放に

1町未満
1町..，....2町
2町..，....3町
3町以上

2.990 
3.129 
3.374 
3.300 匂

流れ減産したものと思われる.

昭和27年について注目すべきは 3町造は生産力は上昇しているが3町以上になると却っ

て生産力が落ちていることである.之は農林省大臣官房調査課の前掲警によれば山形は秋

田 ・新潟と共に第一の型に属し経営規模の拡大と共に生産力の上昇する グ、ループに属す

る.しかし調査に表われた所で、は 2 町~3 町の階層も 3 町以上の階層も後述の如く牛 ・ 馬 ・

原動機 ・動力脱穀機 ・籾摺機等の生産手段の所有条件を等しくし，特に労初生産力と共に

土地生産力をもあげると思われる自動耕転機の所有状況も 3町以上が幾分高いがほぼ等し

く，大経営の本来の優越性がみとめられず， 発他方労力は土地に比較して少いので却って

反当収量が落ちるものと考えられる，

調査農家の階層別労伯力構成は第7表の如く なっている.

1町未満
1町-2町
2町-3町
3町以上

男11;Jオ;仇rfti雇時|?flii品
9.6 
13.2 
23.6 
35.6 

fo
t
i
A

サ。。

6
7
口弘
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即ち3町以上は家族労力少し その代り年雇が多いが，家族労力に年雇 ・臨時雇をも含

めた労イカカ単位合計{ここに労伯単位と云うのは実労初日数280日を以て1.0とし，それ

に労イカ能率を乗じたものである)を以て経営面積を割った労イ力カ単位当り経営面積は2町

--3町.9.4反 3町以上 9.8反 となり 3町以上の方が労初力単位当り に負担する面積は大

なのである.

.-

(2) 水稲生産力よ昇の要因

以上 (1)に於て山形県全体 ・庄内地方 ・調査村 ・調査農家につき，夫 k7.K稲生産力の上昇

の事実を確かめ得たから次にこの水稲生産力上昇の要因となったものを考えて見ょう .何

れの要因がどれ丈の生産力上昇をもたらしたかの数量的分析はできないがその主なるもの

*註 自動耕転機は両階層共に27年に導入したのでいまだその効果が現われていないとも見るこ
とが出来る.
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について見ょう .

生産力の上昇には基本的には起動力を必要とする.それは農家の増産意慾である.この

増産意慾がなければ如何に客観的条件がそろっても増産の起動力がないのであるから生産

力の上昇は起り難い.然らばこの増産意慾は如何にして起ったか.

我国の如き家族労作小農経営にあっては農業経営の目標は農業所得を高めるにある.そ

の限りに於て農業所得の構成分子となるものは単に稲作収入とは限らず畑からの収入もあ

り，更に裏作収入 ・畜産収入等もある.庄内地方の如き水稲単作地帯に於ては畑作収入の

地位は低L、から度外視するとしても裏作収入 ・畜産収入等により農業所得を高めるこ とが

できる.尤も農家経辞全体から見れば農家の目標とする所は農家所得を最大にするにある.

従って農業所得のみでなく兼業所得も重要である.しかしながら庄内農業の中核体とも称

すべき階層は大部分が農業専業である.後出第21表を見るに総平均 1.57町を超える1町5

反以上の農家は戸数にして全農家の 45.7μであるがその耕作する面積は全面積の 76.1'yoに

達し 1町5反以上特に 2時以上の階層は庄内水稲作の中核体と考えられる.次に第22表を

見るに 1町5反以上の階層はその階層に属する農家の約8割以上が農業専業であり之等水

稲作の中核体は所得を兼業から得る所少く従って農家経済の目標も叉農業所得を高める こ

とにおかれる.然らば農業内部に於ける農業所得増大の機会はどうなっているであろうか.

先ず第ーに稲作単作化を矯正する意味での畑作転換があげられる.だがこの畑作転換を

大規模に行うと稲作との聞に労力の競合が生ずる.何と云っても水稲単作地帯は水稲作にー

専念した方が有利であり畑作転換は自家用の農産物乃至は有畜農業の為に小規模の面積が

行なわれるにすぎず，それさえも水利の関係上困難な土地が多く ，耕地の分散 ・農業水利

上の園難は水稲と畑の輪換栽培をも不可能にしている.

次に農業所得を高める手段たる有畜農業の場合特に乳牛飼養を例にとって考えて見ょ

う.酪農の盛んな東田川郡常万村では農用地広狭別専業兼業別農家戸数を見るに 1町5反

以上になると約8割以上が専業農家であり乳牛飼養農家は1町-2.町の階層が全体41頭の

内33頭を占め，階層別総戸数に対する乳牛飼養農家の比率も高い (世界センサス).次に酪

農が成功していると云われる東田川郡狩川町を例にとろう.この町でも 5反未満は圧倒的

に (約85%)第二種兼業に従事し 5反-1町5反は第→種兼業農家が多く 1町 5反以上

になると約75，/.{，以上が農業専業である.次に乳牛飼主主農家を経営農用地広狭別に分類する

と1町-2町の階層が全体の54頭中28頭を占め階層別総戸数に対する乳牛飼養農家の比率

もこの階層がー若手高い.かくの如く乳牛飼養が1町-2町の階層に集中しているのは注目

すべきである.1町-1町5反は専業と兼業との境域 (Gre回 gebiet)に属して不安定な様

相を呈する.一方1町5反-2町の階層は後述の如く稲作のみで家計費及び租税をまかな

える階層ではあるが，病人がでるとかj 牛馬が死亡するとか凶作とかの不測の災害が起る

と之丈の農業所得では足りない.大体稲作のみで‘安定した基礎の上に立つのは2町以上の

階層であると思われる.かかる農業に専念する丈では不安定な階層に乳牛が最も濃密に分

布する事実は乳牛飼養が水稲作の現金所得の偏在と不足を補う意味での副業的な役割しか

持ち得ないことを意味する.乳牛を飼養することにより辛うじて専業を維持している農家

もあるであろう.乳牛飼養のかかる ミゼラブルな意義の故に経営階層が大になり水稲作丈

で安定するようになると乳牛飼養を放棄すZ自己至るのであろう.

次に農業所尋獲得の機会たる裏作はどラであろうか.庄内地方は裏作については初期の
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段階にある.即ち紫雲英作が最も多い.当研究室が常万村で、行った裏作調査によれば経営

階層が大になると裏作面積はふえる傾向にある.しかし麦・菜種等の普通作は大規模に行

うと水稲作との労力の競合をきたす為に経営面積が大になると比重が小さくなり逆に紫雲

英が比重を増す傾向がある.菜種は小経営では幾分販売せられて現金収入の補いとなるが，

麦類 ・紫雲英は飼料 ・肥料となり経営仕向となり積極的に農業所得を増加する能力はな

い.唯近年に於て裏作導入の為の白書J耕転機の導入は著しいものがありこの点庄内農家の

裏作に対する熱意がうかがたれる.

事態かくの如くであるとすれば庄内単作地帯農家にとっては水稲作に主力を傾注するの

が本筋である.この場合水稲作の生産力をあげる方向には土地生産力の上昇と労イカ生産力

向上の二方向がある.早場米奨励金を原因としての動力脱穀機 ・動力籾摺楼の導入は労イ力

生産性を向上せしめたけれども単なる労力節約の為に農家は之等大農具を導入したのでは

ない.早場米調整のための節約された労初はアイ ドルになっては意味がないが.早場米め

為に却って大経営にあっては裏作の障害となったので、あるからこの節約された労初は何等

生産的に使用されることなく農閑期に迄持込んだ.市も農家が之等の大農兵を敢て購入し

たのは早場米奨励金によって積極的に経営の収益を高め得たからである.大農具の導入に

よる労初の節約 ・労イ力生産性の向上は自己並びに家族の労伯を収益源とする我国農家にと

ってはそのものとしては意義が薄い.故に動力耕転機を導入するにしても其れによる裏作

の導入，更に裏作による有畜農業の拡大の可能性を指向し多角化による労イカの収益化を目

的とするのである.しかしながら耕地の分散 ・水利条件 ・労力等により裏作を阻害される

ならば農家の指向する主力は土地生産力の向上による水稲所得の増大に向かざるを得な

し¥かくして庄内地方農家は水稲作の増産に懸命の努力をはらう増産意慾をもつに至るの

である.

以上のような水稲作の増産意慾を背景として以下述べるが如き技術的乃至経済的条件が

進行した.購入肥料の増加は勿論農業の外的条件である.分施にしても庄内農民の聞から

自然的に生れたものではない.叉品種も近年の農林系統の普及は以前の民間育種と異なり

民聞から芽生えたものではない.この意味では農業は動かされるものであるとの感が深い

がそれも農民の側に主観的な増産意慾がなければ農民の聞に普及しないのである.以下述

べるのはこの主観的な農家の意慾によって取入らるべき客観的な経皆的技術的な生産力上

昇の要因である.

始めに反当生産力上昇の基本条件であると農家が考えている要因を見ることにしよう.

調査によれば次の如くである.

充分な肥料 ・肥料計画一13戸，施肥法の改良 ・堆肥増産一7戸，品種の改良一13戸，一

般的技術水準の向上(耕地整理に伴う技術の改良 ・新品種の栽培技術等) 9戸，耕地整理

後の濯排水の良好一耕地整理を行った6戸の内5戸，農業改良普及制度-6戸，過重供出

による増産への強要一4戸，農地改革によ る自作農化ー 3戸，薬剤使用の為2戸，農地改

革により耕地面積を縮少して集約化になった-1戸.

即ち肥料条件 ・品種の改良 ・一般的技術の向上を主因と考えてし、る農家が多いことを物

語っている.

先ず第ーに考うべきは品種の改良である.農業に於7ては自然が主として仇き，労力は自

然に初きかけて自然の力を努揮させ易いようにするのみであるから，技術的には作物個体
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の優秀性が第ーに重要である.昭和15年 ・20年と昭和27年とを比較するに品種に於て次の

点が指摘できる.

1) 以前は相当広範囲に分散して民間育種の品種が栽培されていたが，昭和27年には多

肥多収向きの農林17号 ・41号等の農林系統の品種が普及したこと.三時点に於ける各品種

の栽培戸数は次の如 くである.

， 
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昭和26年 と27年の栄村会村に於ける各品種別作付面積及び割合は次の如 くである.

昭和 26 年 昭 和 27 年

口'"口 種 |作付面積 (反)I比率 (%) 種 品 |作付時仮)I比率 (μ)
農林 17 号 1628.0 31.04 農林 17 号 1705.0 32.23 
グ 21 号 79.0 1.51 F 21 号 164.2 3.11 
F 41 号 672.0 グ 41 号 657.9 12.44 
，グ 46 号 1078.0 // 46 号 471.5 8.91 

// 50 錦号号
24.0 0.46 

大グ 50 錦号生大宮 637.0 12.14 874.1 16.53 

北大 陸 11 187.5 3.56 
大尾花国宮沢早1 号

335.3 6.34 

国 早尾生 125.0 2.38 155.4 2.94 
善の 124.0 2.38 

// 2 錦他号
102.0 1.93 

久 兵 衛早生 116.0 2.21 遊佐 29.5 0.56 
山 粒錦

86.0 1.64 其の 558.8 10.56 
大 70目。 1.383 4 
尾重花次 沢 5号 44.0 O. 

郎早生錦主号
29.0 0.55 

堀野 24.0 0.46 

尾福花 坊沢 2 22.0 0.42 
14.0 0.27 

の め り 18.0 0.34 
万 石 12.0 0.23 . 
昭 和 2 号 11.0 0.21 
東北 23 号 10.0 0.19 

糠 計 5010.。 梗 計 5053.7 95.55 

参鳥自 太大海場es 梧輔縮錦
132.0 69.1 1.31 
51.0 0.97、 32.5 0.61 
36.0 0.69 46.2 0.87 

大場 16.0 0.30 28.0 0.53 
其 の 他 60.0 1.13 

濡 計 235.0 濡 計 235.8 4.45 

(， 

¥1 

't 

円
U
A
U
 

nu 
nu 
y
ム 100.00 

次に調蚕農家に於ける階層別品種別面積比率は第8表の如 くである.

村全体の統計を見ると昭和26年は農林17号 ・41号 ・46号 ・大宮錦が多かったのである

が，27年には農林17号 ・41号 ・大宮錦と集中の度合を深めている.調査農家に於ける階層
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第8表 調査農家に於ける階層別，品種別面積比率

別割合を見ても同様に農林17号 ・41号 ・大宮錦が多く作られている.品種別作付戸数を見

てもこのことはうなずかれる.以前は民間育種品種が多く作られていた.

2) 次の特徴は以前と異なり昭和27年には農林17号 ・41号等の中生，大宮錦の晩生が中

心になっているこ とである.

以前は善の尾 ・酒田早生 ・山錦等の早生が相当多く作られていたが，昭和27年には上表

に見る如く多収性の中生 ・晩生が中心となっている.

3)酒田早生 ・山錦 ・大国早生 ・日の丸等の穂重型品種より農林4-1号 ・46号等の穂数型

品種への転換，少肥栽培に適する品種から多肥栽培に適する品種への転換.

4) 2)と関連することであるが，農林21号 ・46号 ・大宮錦は挽生であるがあまり多くは

作られず中生の農林17号 ・41号等が多く作られている.之は早生は一般に収量少く晩生は

冷害の危険がある為であろう .尤も農林21号は山形県農事試験場庄内分場長によれば耐病

性に難があるので庄内地方には奨励を考えてし、ないとの事である.肥沃地向きの多肥多収

品種が取入れられているのに応じて肥料の投下量も多く多肥となっているようである.

第二に考うべきは肥料の問題である.農民の戸として時昭和16年頃より昭和22~23年頃

追肥料不足の時期がつづき，昭和24年頃から豊富になりだしたと云う .豊富な肥料は直接

作物の増収となると共に，肥料計画を立てる上にも重要である.

肥料木足時代の闇肥料については 1町未満は闇肥料を購入せず専ら堆肥を造った. 1 

町~2 町階層では数量は明らかでないが魚、粕 ・ 硫安を小量購入した例が多い.生魚Lを直接

肥料にした例も二件ある. 2 町~3 町階層では相当多量に購入している.魚粕 ・ 硫安 ・ 生

魚が主なものである. 3町以上になると魚粕・硫安 ・石灰窒素を購入している.物交であ

るからその量は階層大になれば増大するものと思われる.要するに闇肥料は階層大になれ

ば購入量大になり中 ・大階層に於ける生産力発展に役立ったものと思われる.新肥料も大

第 9表

栄村に於ける堆厩肥反当生産量

数炉
問
一

m
m
M洲
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淵

E
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一

ー調
l

一|
1

1
1
1
1
1
1

1

り
量
一

当一京一
m
m
m
m
一説

戸
当
(
-

1
反次年

昭和20年 l
d 21 
// 22 
// 23 
d 24 
d 25 
// 26 

、

lザ

階層になる程多く使用しているようである.

肥料豊富になると共に堆厩肥の生産量も多くなってき

た.栄村の堆厩肥品評会成績記録帳を見れは第9表の如く

なる.

戦時中の記録は焼却し不明であるが恐らく減産を続けた

と思われる.昭和26年は昭和20年に比べ 100貫近くも増加

している.この事は家畜頭数の増加，労力の豊富になった

こととも関係していよう.昭和22年には牛76頭・馬134頭・

山羊1頭 ・楠羊3頭で、あったものか26年一8月には牛80頭 ・

馬157頭 ・緬羊57頭・山羊23頭 ・豚14頭に達してし、る.第

10表は稲作多収穫品評会成績であるが，上記の肥料事情と相応ずるを見る.即ち戦時中は
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減産し昭和2"8年に至り 3石を突破してい

る.

昭和27年に於ける金肥・堆厩肥施用額及

び施用量は次の第11表の如くなっている.

第11表を見るに階層が大になると価格の

高い有機質肥料を多く投下していることが

わかる.購入肥料は3町造は大差ないが3

町以上の階層は相対的に多〈なっている.

しかし昭和27年度の調査農家では購入額

1，800 円をすぎると肥料の限界生産力は落

ちるようである.

年

第10表稲作多収穫品評会成積

次 反 収(石)

昭和18年 3.409 
// 19 2.817 
// 20 2.525 
// 23 3.257 
// 24 3.220 

第11表肥料施用額，施用量

次に肥料三要素反当施用量を見るに第12 .1 
1町末?荷I84.5 

表の如くなっている.但し堆肥は除いてあ ，1町-2町I89.9 
町-3町I8 

(石)

2.990 
3.129 
3.374 
3.300 る・ 3町以上 81.5

次に農林省農業改良局普及部営農改善課

の I施肥合理化に関する資料jによれば昭

和25年度の庄内地方に於ける階層別三要素

反当施用量は第13表の如くである.

農林省調査に比べれば調査農家の数字は

多いようで、ある. 'Lかし東北農業試験場の

昭和27年飽海郡中平田村調査によれば元

肥・追肥・分施合せて反当窒素 2.180貫，

燐酸 0.71貫，カロ里1.26貫であり燐酸が我k

調査の量より少いがあとは大略同じであ

る.多肥 ・多収品種を作付している関係か

ら施肥量は多くなる傾向にあろう.村の農

業協同組合長の語るところによれば，例年

第12表肥料三要素反当施用量

1町未満
1町-2町
2町-3町
3町以上

|鯨(貫)I燐酸 噴)I加里噴)

lz引。引1.1622.239 1.025 1.534 
2.280 0.927 1 1.271 
2.181 1 1.382 1 1.475 

第13表庄内地方に於ける肥料三要素区当施用量

i窒素 |燐酸 |力日 里l調査戸数
(貰) 1 (貫) 1 (貫) I (戸)

1町[米満 I1.873 I 0.670 I 0.580 I 32 
1町-2町 I1.980 i 0.680 I 0.730 I 33 
2町-3町 I1.990 I 0.620 I 1.009 I 33 
3町以上 I1.876 I 0.613 I 0.072 1 33 

肥料を多くやりすき、て失敗し倒伏させる人が 3 害Ú~5 割もあると云う . 多肥の傾向を物語

るものであろう.

次に考えなければならなし、のは分施の効果である.庄内地方では昭和12年に松柏会及び

本間農場が東村山郡金井村の農業田中正助氏を呼ひ、分施指導を行ったのが始めである.而

して昭和15~16年頃から県の奨励方針に加えられた. 調査農家では早いものは昭和13年に

入れている.其の後戦時中の肥料不足時代に11戸に入っている.戦後に入った戸数5戸で

ある(不明 3 戸). 出穂前25~ 15S の間に施肥するこの分施法は肥料不足の対策として行わ

れたが，現在の如く肥料が豊富になっても有効で安全性があるのである.村の農業協同組

合長の言によれは肥料が多すぎて失敗する人の内半分は分施にこだわりすぎて失敗すると

云う.木村の如き肥沃な多肥多収地帯では分施の弊害も叉出ていると云わなければならな

い.しかし全農家が分施を行っていることは注目される.会層施肥も全部が前から行って

いるようである.

次に考うべきは百代に関する技術である.健吉育成は苗半作と云われる位で極めて重要
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である.苗代技術としては薄蒔があげられる.以前は 6~7 合蒔であった.それかあ見る

と大分薄蒔になってい る.即ち 3~4 令12戸 4.......，5 合 4 戸 5 合 2 戸 と云う 分布であ る.

本格的な海蒔は2合程度であるが，それは苦代面積を大にし，草も生えるので庄内地方の

如き経営面積の多い地帯では管理労力の函からも困難である.薄蒔は大正の初期から県に

よって奨励されたが戦時中は穂重型の品種を厚蒔 ・密植 ・早植した.漸 く薄蒔になってき

たのは最近の事に属する.それでも市厚蒔の傾向をおびているようである.

苗代に対する薬剤の使用は戦後 B.H・Cや D.D.Tの如き新薬が出来て大いに普及した.

即ち D・D・Tは18戸が，B.H・Cは16戸が使用している.

次に耕地整理の進渉も生産力上昇要因のーっとし:て見逃がせない. 耕地整理の効果に対

する農民の声は前述したが，濯排水・農道の整備等の勤果は現われているであろう .この

村では昭和23年以前から整理事業を始めていたが昭和23年には528町7反 l畝の内整理ず

み28町9反 5畝であり未整理地面積499町7反6畝であった.昭和27年には整理地面積

298町7反 1畝，未整理地面積230町を残している.

自動耕転機は最近非常な勢でふえつつあるが昭和25年には僅か5台であり，昭和27年に

は10台前後であった.故に自動耕転換による深耕の効果は一般的ではない.調査農家でも

1町.......，2町6戸の内 3戸か共有， 2.......， 3町6戸の内2戸が共有で 3町以上4戸の内 2戸

が l 戸共有 1 戸個人有の形で入つでし、るが 1 町.......， 2 町の階層で 2 戸が昭和22~25年の聞

に購入したのを除くと，何れも26年 ・27年の導入にかかり未だその効果を発揮する造には

至っていない.

裏作(菜種・紫雲英)による生産力の上昇も一般的ではない. 栄村に於ける年次別裏作

第14表栄村に於ける年次別裏作面積

計
(反)

昭和22年
// 23 
// 24 
// 25 
// 26 
// 27 

1町未満
1町-2町
2町-3悶T
3町以上

第16表裏作可能面積及び裏作収穫面積
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面積は第14表のようになっている.

而して昭和24年度に於ける裏作可能面積

は10町歩であって24年度水稲作付面積 531

町4反に対し 2%にも達しない.昭和27年

には耕地整理の結果裏作可能面積は増大し

ているが何れにしても裏作面積は徴k たる

ものでいまだ一般的ではない. かかる裏作

の停滞性は稲作に重点をおいて経営し てい

ることがわかる.調査農家に於けるi管層別

裏作物作付戸数は第15表の如くである.

向階層別裏作可能面積と裏作収穫面積と

は第16表のよう になっている.

即ち階層別裏作可能面積も収穫面積も極

く僅かであり云うに足りなし、が，大体に於

て経営面積大になる と共に裏作可能面積も

裏作収穫面積もふえる.而して経営面積小

ならば普通裏作，経営面積大ならば紫雲

英 ・青刈麦等の労力のかからない作物を作

る傾向があるようである.裏作により土地

利用度を高めようとするのは3町以下の中・

.. 
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小経営に多く 3町以土の大経営は7.K稲単作一本で行く事を望むか，或いは裏作していて

も普通裏作ではない.之は3町以上になれば水稲単作のみでも充分採算がとれること，及

び裏作の拡大による労力の競合に原因があろう.之は後述の如く寧ろ中小経営規模階層へ

の自動耕転機の共有形態での導入とも関連し，中小経営階層の土地利用集約度向上への努

力と見ることができょう.

経営面積の変動による平均イ七も叉見逃すことができない.調査農家に於ける年次別の経

営階層の変化は次の第17表のようである.
第17表年次別経営階層の菱化

い

即ち 1 町未満から 1 町~2 町階層に 3 戸が移動し 1 町

-2町階層から 3戸が2町，......3町階層に移動しても、る.階

層内部の経営面積の変動をうかがうに昭和20年に於ける 1

町未満階層はすべて昭和27年に於て増加 1 町~2 町階層

は 6 戸の内 5 戸増加 2 町 ~3 町階層 3 戸の内 1 戸増加，

3町以上階層は全部減少している.

かくの如く 1町未満の階層が経営面積を増加せしめ，それに応じて牛を餌養し，畜舎を

建築し，動力原動機・作業機・其の他の農具を購入して経営の基礎を固め合理的経営を行

うことができるようになったのである. 1町未満では牛も全部は飼養せず，動力原動機も

作業機もなく，叉農具の所有は不完全である.昭和20年に於ける 3町以上，殊に 5町以上

の経営2戸は経営面積を縮少せしめて集約化できたものと思われる.

各階層別の農機具・家畜の飼養状況は第18表・第四衰の如くである.

1町未満
11高~2 町
2町-3町
3町以上

今コ，
b
ぷ
U
4
h

lqz弔問問主割増i官lTlTZ明言)司王|宮間訂正官
叫んd6511川li!:l:lulli

3 以上 2(1)14 14 14 J4 I4 l4 l I 1 1 1 l i 

Q 

即ち重要農機具は1町未満は所有ぜず，

1町-2町階層は共有で2町以上は個人有

で入っており，自動耕転機は共有で中小経

営に多い.家畜では乳牛が1町，......2町に密

度濃く分布し 2 町~3 町が中小家畜を多

く飼養し，前述の裏作佑の傾向を合せて最

も多角比している階層である註)括孤内は牛は乳午頭数・豚は頭数，鶏は平
均羽数を示す.

これら大農具の所有状況は階層により時

のずれが見出される.戦時中及び戦後の特徴として農地改革による自作化によって資本の

蓄積ができ.電翫機・動力脱穀機・動力籾摺機の購入を行ったが 3町以上の階層では昭

和20年に早くもこの三者を設備しており 2町，......3町階層では昭和20-22年の聞にこの三

者，叉は二者を設備し 1町，......2町階層は22，......25年の聞にこの三者又は二者を設備してい

る.自動耕転機は 1町，..，，2町の 2戸を除いて大部分が26年・ 27年の導入である.このよう

第19表階層別家畜飼養戸数
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に資本蓄積の度合が階層により異っているのが明瞭にうかがわれる. 1町未満はこれらの

農機具を購入せず牛 ・畜舎 ・納屋 ・母屋等の新築 ・改築 ・湯治等が多くなる.

さて以上のような経営面積の移動は金村的にも見出される.この経営面積の移動は農地

改革に伴って行なわれた.政府の通達がある前に経営面積の最高を3町3反と限りそれ以

上の大経営は小経営に土地を移譲するよう農地委員会で勧奨した.之は小農の:駿烈な要求

でもあった.その勧告に従い農地を手放した農家も居たが，叉従がわない農家も存t-，ば

らばらて寸あったが後通達により最高限度を4町5反とすることでおきまった.

第20表階層別年次別農家戸数{金村)

1

3反未満13反~時 ~吋
l
む町
|15町ゐ 12542hlm 町|吋 町|合計

(戸) I (戸) I (戸) 1 (戸l I (戸) 1 (戸) I (ロ) 1 (戸) I (戸) 1 (戸)

昭和22年 13 46 30 44 48 

// 25 18 46 28 31 
、ーーー9-v0

F『』d '

68 - I 295 
、ーーー~

// 27 16 20 46 35 38 95 45 - ! 297 

即ち昭和22年から27年造に 3町以上階層が減少し 1町 5反，....， 3町に至る階層が増加し

ている.5反未満の階層もふえているが之は戦後の零細な帰農者によるものであろう.以

上大観するに経営面積の平準化が認められる.即ち金村的にも小経営の拡大による経営合

理化，大経営の縮少による集約化が行われたことが想像されるのである.

戦後設立された農業改良普及制度，及び農民の自主的な意慾と しての講習会 ・農事視察

等も生産力の発展に与って力があったで、あろう.

(3) 臣内水稲生産 力の 中稜体

以上(1)・(2)に於て水稲生産力上昇の事実，及びその原因と思われる条件を追跡したので

第21表 階層別戸数及び耕地面積とその割合(庄内地方平野部)

l戸数 |割合 |耕地面積 i割合 1戸平均耕円 悩)I 町) {%)|地面積(町)

総 数 28，036 100.0 43，843.8 1.57 
5
反反 未満

5，994 21.3 1，760.7 斗.0 0.27 
5 ff- 1町 5，343 19.1 3，938.4 8.9 0.74 
1町-1.5町 3，887 13.9 4，836.2 11.0 1.26 
1.5町-2町 3，236 11.5 5，66-4.5 12.9 1.77 
2町- 3町 5，301 18.9 13，259.8 30.4 2.48 
3町-5町 4，193 14.9 13，938，7 31:7 3.61 
5町以 上 102 0.4 445-5 1.1 5.57 

第22表 専業兼業別・経堂面積別農家戸数割合(庄内地方平野部)

|専業 | 兼業 |内第1種|内第2種| 計
(%) 1 (%) (%) (%) 1 (?0') 

言谷 数 68.2 31.8 18.3 13.5 100.0 
3 
反反反~未5
満 6.0 94.0 10.4 83.6 100.0 

3 反 16.6 83.4 25.8 57.6 100.0 
5 ff- 1町 37.8 62.2 38.2 24.0 100.0 
1町-1.5町 65.2 34.8 30.4 4.3 100.0 
1.5町-2町 79.7 19.1 1.3 100.0 
Z町- 3町 86.7 13.3 12.9 0.4 100.0 
3町-<5町 92.5 7.5 7.4 0.1 100.0 
5
町外 以上

93.4 6.6 6.6 100.0 
例規定 13.7 86.3 7.8 78.4 100.0 

.' 
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あるが，然らはこの高い生

産力の具体的担手はどの階

層かと云う問題に移りた

農林省農業改良局の [山

形県庄内平野に於ける農業

構造]によれば，庄内地方

の平野部に属する村k の，

昭和25年度に於ける経営面

積広狭別戸数，耕地面積及

び農家一戸当階層別平均耕

地面積は第21表の如くであ

る.

次に階層別専業兼業別農

家数割合は次の第22表の如

くである.

上表を見るに庄内地方平

I 野部の一戸当平均面積 .1.5

¥ 

'.， 

4除
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町以上を中・大経営， 1.5町以下を小経営とすれば 1.5町以下の戸数は54.3%でありそれら

が耕地面積23.9%を耕し，1.5町以上の階層は45.7μであるがその経営する耕地面積割合は

76.1%である.

然らば生産力を担う階層はどの辺であるか.先ずその下限について考察するに，第21表

を見る と， 1町造は兼業戸数割合が圧倒的に多いが1町--1町5反になると今造の専業 ・

兼業別割合が逆転しν 専業の方が過半を占めるに至る.即ち 1.5町以上の大部分は農業専

業でもやって行ける階層に属する.この農業専業と云うことが生産力発展に大きなカとな

っている.調査農家の結果を見ると後述の如く 1.5町に至って税引前の農業所得が270，025

円に達する.28年度経済白書の附表54表を見るに農林省[農家経辞調査j より作成した全

府県平均に於て昭和27年度に家計費は約23万8千円，租税公課約2万2千円，合計26万円

である.即ち全国平均程度の生活水準を保つためにはほぼ1町--1町5反階層の平均1町

3反 2畝を必要とする.別の計算をすれば平均反収3石，平均単価 8，000円((調査による

数字) として反当24，000円の租収益となる.然るに調査の結果農業経営費は租収益の28%，

従って農業所得は72%であるから上述の租収益にかければ反当農業所得は約 19，000円であ

り，家計費 ・租税公課の合計をまかなうためには 260，000円を19，000円で割って 1町3反

6畝を必要とし前の計算とほぼ等しいことがわかる.即ち農業のみで全国平均程度の家計

費 ・租税公課をまかなう為には少し余裕を見て 1町5反を必要とすることがわかる.栄 之

が下限である他方上限はどうかと云 うに，後述の如く 3町以上階層は不利になっている

ので、上限は3町におかれると考えることができる.つまり 1町5反から3町の階層が農業

のみに専心し反収をよげて活溌な経営活動をしていると見ることができる.この階層に属

する戸数は庄内地方で30.4%，耕地面積に於て 43'.3%を占める.栄村については該階層は

金戸数297戸の 44.8% (133戸) にあたる(第20表j.農家所得に対する農外所得の割合は

1町未満 11.2%・1町--2町 5.7%・2町--3町 4.5%・3町以上 0.2%で1町未満に於

てすでに圧倒的部分が農業所得であるが，生産構造の中伎体と も云 うべきは 1.5町--3町の

階層である.

次に農家経漕活動の結果たる農業所得 ・農家所得 ・現金所得を第23表・第24表に見ょう.

1町未満
1町-2町
Z町-3町
3町以上

1町宋満
1町-2町
2町-3町
3町以上

第24表 階層別農業現金所得 ・農家現金所得

208，062 
254，428 
437，230 
420，300 

123，279 
162，393 
320，185 
334，533 

*註此の上に畑の生産物を自給しなければならなし、から 1町以上階層の畑・裏作面積の平均2反

を加える.、つまり田1町5反と畑2反あれば農業のみで昭和27年度は家計費をまかなうことが可能
なのであった.
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上表に見 る如 く3町以上は農業所得又は税引後農家所得に於て更に税引後農家現金所得

について著し く不利になっている.農業組収益乃至農業現金組収入に於て規模相応の収入

をあげているのであるか らこの不利の原因は経営費又は租税公課の側 に あ る と考えられ

る.

組収益の項呂別割合， 経営費の費目 ~Jj割合を次の第25表 ・ 26表に見ょう.

第25表 農業粗収益中に占める項目別割合

|?!2 1 訪問委間 関 I'~妻子! 努 | 関駅212のT関 養畜 |農業雑収
(%)入(%)

口:l;;111J111-!
2町~刑{~

3町以上(会 jLi-JJJ3:; 
第26表 経営費の階層別 ・費目5j1]割合

2.5 (2.0)! 1.0 
0.2 0.1 

-1 4.3 (0.5)! 2.3 
5.3 

1.9 (1.4)1 
1.6 

-1 0.5 
-1 0.1 

2.4 

2.3 

)内は増殖額の粗収益

、 | 全 費目 別 割合 l 現金主主目 別 割合
費 ¥ 区 11 [Ih"+~ : 1 = _ .~[!J-r r .，~ _ ."lw-rl '2 m-.- r~ 1 1_1; 1 [J1-y- +_.';:;~1 : ーー一 一 γ一一一一
目¥ 分 [ 1 町未満 1 1町-2町[2町-3町[ 3 町以上~i 1町未満11町-2町[2町-3町[3町以上
¥ I  (%) 1 (%J 1 (%) 1 (%) (%) 1 (%) 1 (~0 ) 1 (%l 

現金 i
l1:ll 現金Z119件ふa 6 

合賄 14.2
1

含賄44.08.5 1 26.2 

年 雇(賄支給費 8.2 1 19.9 
現金 (1.6)::mSE(4.1)11' 

0.5 3.2 2.5 1 6.2 0.7 4.3 

~~8J 0.8 
(0.3) 

百十 0.5 3.2 20.0 53.1 0.7 4.3 18.2 53.0 

種 苦 ・苗 木 0.5 0.5 0.7 0.7 0.7 0.7 0.9 1.0 

3.3 2.9 30 1.1 4.2 3.8 4.2 1.6 
家 畜減価償~r却費 4.0 4.4 1.2 

7.3 7.3 5.6 2.3 4.2 38 4.2 1.6 

Ht5E 1 
料 32.9 28.7 26.4 20.3 42.4 37.9 37.4 29.5 
斜 11.6 15.8 5.1 2.1 14.9 20.8 7.2 3.0 

諸差是 書官 0.8 0.8 0.7 0.5 1.0 1.1 1.1 0.7 
材 来十 2.5 2.6 0.7 1.0 3.1 3.4 1.0 1.6 

加光熱工及び原動 斜力
2.7 2.3 2.0 0.7 3.5 3.0 2.8 0.9 
2.9 3.1 2.3 1.4 3.8 4.0 3.3 2.1 

具i持品 2.1 ~ . ~ 1 1.0 0.6 27 2.9 1.4 0.9 

差是
1.8 2.8 2.7 1.4 2.3 3.7 3.8 2.0 
10.5 15.3 12.8 7.5 
14.4 20.3 16.5 9.5 5.0 66 5.2 2.9 

物{減維価持修償計繕却費費
2.8 2.6 8.0 0.5 3.6 3.4 11.3 0.7 

建 7.8 4.5 6.8 5.9 
10.6 7.1 14.8 6.4 3.6 3.4 11.3 0.7 

小F童借業羽業建及用物び雑作掛被農金支時服 類耕出) 
0.2 1.2 0.1 0.2 1.7 0.2 

1.7 0.1 0.7 2.3 0.1 1.0 
11.3 7.0 4.3 2.0 14.5 9.2 5.0 3.0 
0.1 0.1 0.1 0.2 

JロL 計 100.。100.0 100.0 100.0 100.0 100.。100.0 100.0 
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即ち農業粗収益・農業現金収入共に稲作が圧倒的部分を占め殆んど稲作のみを問題にす

ればよいことがわかる.向経営階層が大になる程単作の色彩を濃厚にしている.経営費に

ついては2町未満は肥料費・飼料費・農具費・建物費・農業用被服が大なる割合を占め，

2町以上になると農業雇傭労賃が之に加わり， 3町以上では53%以上を占めるようになる.

現金支出についても項目のウエイトは階層により異るが大体経営費と同ヒ構成である.今

雇傭労賃・肥料費・飼料費・減価償却費・農業用被服費・租税公課の階層別反当額を計算

すると第27表の如くなる.

第27表 主たる経営費目の階層別反当額

JF-5長手明日巴料費 |飼料費|護霊量 |減価償却費|詰謀関
(円円円円円円円)

1町未満 32 I 32 I 1，870 ! 687 ! 672 I 1，269 1 1，737 
1町-2町 2251 225 i 1，880 I 1，103 I 488 1 1，594 1 2，279 
2町-3町 9981 1，479 I 1，830 1 373 1 316 1 1，544 1 4，096 
3町以上 4，259 1 6，189 1 2，200 I 246 1 233 1 1，584 1 4，039 

第27表を見るに反当で3町以上階層が2町，..."，3町階層に比し著しく多い費目は雇傭労賃

と肥料費である.次に反当農業所得及び反当現金所得を見るに第28麦の如くである.

1町未満
1町-2町
2町-3田J
3町以上

農業粗収益
(円)

26.678 
26，985 
28，738 
26，694 

第28表 反当農業所得と反当現金所得

|農業経捕|農業所得|現金所得 |税引後農業|
(円円円) 所得 (円)

20，981 1 12，150 
20，425 1 13，464 
21，805 I 16，844 
15，841 I 13.429 

税引後現金
所f辱(円)

lO.413 
11，185 
12，748 
9，390 

即ち反当農業所得に於いても反当現金所得に於いても 2町-3町の階層が最も高く 3

町以上階層が最低である.之は専ら雇傭労賃の過多なるに起因する.向2町，..."，3町階層と

3町以上階層との比較に於ては前者が多少多角佑(第25表)している為農業粗収益に於て

約2千円の聞きがある.早場米供出の時期別出荷量割合についても 2町，..."，3町は第29表の

如く有利となっている

1町未満の階層は動力原動機及び作業機を所有していな

L 、から不利になるのは当然であるが 3町以上の大階層で

供出時期が遅れるのは矢張り農繁期の労力不足によるもの

であろうその結果米の単価にも相違をきたしている.

上述の如く 3町以上階層が不利に現われるのは一つには

第7表に示せるが如く家族労力が平均して少なすぎ年雇が

多いので一部はそのためもあるのである.今試みに物財費

第29表

早場米時期別，階層別出荷
量割合

I ~期 I ~期 I ~期(5'6¥ 1 (%) 1(%) 

1町未満 I24.0‘I 48.9 I 27.1 
1町-2町 134.5 1 61，9 I 3.6 
2町-3町 139.8 1 52.4 1 7.8 
3町以上 126.6 1 59.0 1 14.4 

のみを費用と考え組収益から号 I~ 、て純生産を出すと第30表のようになる.

1町未満
1町-2町
2町-3町
3町以上

第30表階層別純生産

|粗生産l物財費|純生産|全投下労白日制農業労的 1目当農業労的力i農業労的力単位
(円) 1 (円) 1 (円) ](自家+雇) (1 り純生産 (円早 位当り純生産 l円)

l56113l山647l40831496l146-
356，7431…904 山 1527 1 185l…
、677，9301 129，6391 548，291! 703.1 780 2.51 1 218，443 
949，2271 181.0551 768，1721 1，008.5 762 3.60 213，381 
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即ち純生産は矢張り 2 町~3 町階層が最高で、あ るが 3 町階層もそれに劣らず 2 町未満

よりはるかに多し¥次に家族労イカカ収益力(家族長行力一日当り純収益) を税引前と税引後

1町未満
1町-2町
2町-3町
3町j以上

第31表 家族労仇力沌収益及び収益力

i家長著而百家族苔?万夜震膏荷ヲ司車問答E純!糊|後収
i純収益 (円)1日数 (臼)I収益力 (円)1収益 (円)1益力(円)

40i 449 ! 166，097' 408 
505 486 1 215，399 1 427 
576 817 1 374，423 1 650 
347 1，408' 345，066' 994 

について見るに第31表のよ

うである.

3町以上階層は家族労力

少く年雇の労f力が多いので

年雇の生み出す労賃以上の

所得が少い家族労力に割当

ることになるので 3 町以上は高くなる.純生産が 3 町以上に於て 2 町~3 町と匹敵するこ

とは注目すべきで，生産力に於て必ずしも劣っていず，劣っているように見えるのは家族

労力が少し、結果年雇其の他雇傭労イ力への労賃が大になる為である.家族の世代がたけて労

力を豊富に持つよう になればその不利は解消するも のと思われる.第6衰を見るに調査農

家の反当生産力の昭和20年に対する昭和27年の増加量は 1町未満に於て 0.265石 ・比率

9.7%， 1 町~2 町階層に於て 0.579石 ・ 比率 22.7払 2 町~3 町階層に於て 0.897石 ・ 比

率 36.2μ3町以上階層に於ては 1，017石 ・比率 44.5%と量並びに比率を高めている.即

ち3町以上階層は増産の量並びに比率最も高 く今後も増産の余地が少くないものと思われ

る.従って3町以上階層は現在は生産力の担当者には不足する所があるけれとも将来動力

、彩j:転機等の導入に伴ってその資格を有し得る階層であろ う.

次に71，田経営費を計算し*田純収益及び水回収益力(単位地当り純収益)を見るに第32

表の如 くである.

1町未満
1町-2町
Z町-3町
3町以上

第32表 71<.田純収益及び収益 力

1蚕業粗収益 17扇面司京面荷車益7水面取益力 |
(F同g) 円円同

l お一:劃61:::;:1口1引; 口山山山山一1同叩川配8幻m配7む川1川 | 口356，743 ' 227，913 ' 158，96臼3 ' 12，789 ' 
677 ，930 ' 297，525 ' 380，405 ' 17，205 ' 
949，227 1 490，676 斗58，551 1 13，858 ' 

税引後7.K田
純収益 (円)

95，199 
128，330 
283，789 
314，936 

税¥i71後示回
収益力 (円)

10，336 
10，364 
12，835 
9，518 

即ち税引前の水回純収益は 3 町以上が 2 町~3 町階層に次ぎ第 2位となってし、るが， 税

引後では最低に落ちている.

次に反当投下労イ力量を計算すると次のようである . 即ち 1 町未満 20.9 日・ 1 町~2 町19.1

日・ 2町-3町 18.9日・ 3町以上で17.6日・ 平均 18.6日と階層が大になるに従い反当投下

労f力量は減少している.之は階層が大になれば大農兵の能率がよ くなってくるためであろ

う. 労初生産力の指標である投下労初一日当り米生産量を計算すれば1町未満 0.146石 ・

1 町~2 町 0.167石 ・ 2 町-3 町 0.182石 ・ 3 町以上0:188石とな り階層大なるに従い上

昇するが 2 町~3 町階層 と 3 町以上階層の差は僅少であ る .

家族内に於ける地位suの労動態様は次のようになっている.即ち特に経営主の労力を必
要とする作業は百代一切 ・耕起 ・施肥一切 ・濯排水の諸作業で、ある.経営主が40才を過ぎ

て長男・叉は弟が20才前後になると耕起の仕事は長男叉は弟に重点が移る.経営主が40才

以下でも男の年雇がし、るときは年雇に重点がうつる. 3町以上の年雇のいる大階層では百

代一切の作業にも年雇の労初が相当の率を占めている，このような重要な作業に年雇の労

力が入るのは考 うべき事ではあるまいか.
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以上3町以上階層は現在種k の面から見て不利であり生産力の担手とはなり得ず，もっ

と下の階層が生産力の担当者たるの性格を謹 くしていると考えることができる.
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Summary 

Shδnai (Yamagata Prefecture) is known as one of the distriicts where the produc-

tivity of rice-crop has been increased remarkably after the W orld war II. 

The technical improvement of the variety of rice-crop， the methods of the culti司
vation， particufary manuring and sowing， and the equalization of the managing scale 

which resulted according to the Land Reform， are the factors which give considerable 

influenc白 tothe augmented productivity in this district. The 2 to 3 ha. farms dis. 

plays the highest productivity， and the equalization approaches to thi::; scale 

In the farms， the size of which is above 3 ha.， the result of the management is 

general1y bad， owing to the insufficiency of the family labour， while in the farms under 

1.5 ha.， the income obtained from the agriculture is short of household expenditure. 

The farms above 3 ha. may be promoted in their productivity， when the family 

labour becames sufficient and the introduced motor tiller is utilized effectively. 
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